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次のとおり平成３０年度の学校評価について報告します。

１ 本年度の重点目標

１ 国際的な視野を持ち、社会に有為な人材となるための基礎的な能力及びそれらを活用する能力
を育成し、自ら学ぶ態度と確かな学力を養う。

２ 郷土を愛し、他者を思いやる豊かな心を育成し、仁愛の精神を養う。
３ 社会性・協調性を重んじる中で、健全な人間関係を構築する能力を育成し、未来を生き抜くた
くましさを養う。

４ 教育の質の維持向上に留意しつつ、教職員の身心の健康が保たれるよう。業務改善や勤務時間
管理等を行う。

２ 自己評価結果・学校関係者評価結果の概要と今後の改善方策

評価項目 自己評価の結果 学校関係者評価の結果

学習指導 ・授業公開週間、SCRUM、英語力向上事業等 ・単位制の優位性を生かした授業選択等
の取組を通して、各教科における授業改善 について更にきめ細かな指導を実施して
が着実に進んでいる。 いく必要がある。

改善方策 ・新学習指導要領の導入を見据えた授業改善のため、評価方法の検討を含め、校内研修
の充実を目指す。
・授業改善推進委員会を軸に教科内での実践交流を深めるとともに、教科の枠を超えた
研修の機会を充実させる。

生徒指導 ・新しく各年次にサブコーデネーターを設 ・生徒指導全般について概ね良好である
関係 け、困難を抱える生徒への支援に細かく対 と評価を受けている。情報モラル教育に

応してきた。スクールカウンセラーとの連 ついては引き続き、重視する必要性があ
携も緊密に進めてきた。 る。

改善方策 ・いじめ、ネットトラブルの未然防止については年次と分掌の緊密な連携を継続的に図
る。SNSの活用等については、指導部だより、各種集会等でくり返し啓発していくよう
努める。

進路指導 ・年間計画に従い、概ね順調に取り組むこと ・高大連携をはじめ、外部の教育機関と
関係 ができた。３年次は放課後の講習等に熱心に の連携をより充実・発展させる必要があ

取り組むことで、大学・短大・高等看護学校 る。
へ多数の合格者を生むことができた。

改善方策 ・キャリア・プロジェクトによる高校３年間を見とおしたキャリア教育の計画・推進、
高大接続に係る新テスト導入等の新たな動きについて外部の研修機会を積極的に活用す
る。また、多様な進路希望に対応するため、校内研修の充実を図る。

特別活動 ・生徒の自主性・主体性を伸張させる行事を ・地域との連携を意識した活動の充実を
関係 遂行することができた。３年目となるどさん 進める必要性がある。現在の取組の一層

こ☆子ども地区会議の運営と事後の取組も充 の充実・発展が大切である。
実したものとなった。

改善方策 ・生徒会の委員会活動の充実を目指す。生徒会執行部だけではなく、各委員会の充実を
通して、リーダー性を育む活動の推進を目指す。



評価項目 自己評価の結果 学校関係者評価の結果

健康・安全 ・生徒の自主的な健康管理、教育相談体制に ・各種アレルギーへの対応等、一人一人の
指導 ついては概ね十分と判断する。 生徒情報を性格に把握し、安全対策を講じ

る必要性がある。

改善方策 ・生徒会の委員会とも連携して、校内外の環境美化に係る啓発を進め、意識を高める。
・衛生委員会を中心に職員室や準備室等の清掃の機会を設定する。
・ＡＥＤに加え、エピペンの取り扱いやアレルギー疾患等への緊急対応の定着について
はリーフレット等を活用した啓蒙を実施する。

信頼される学 ・ホームページ、年次通信等による教育活動 ・ホームページなどによる情報発信を行っ
校づくり の発信に努めた。 ているが、地域住民や保護への浸透には課

・ＰＴＡや同窓会等との連携に努め、教育活 題がある。ＰＴＡの集まりや各種説明会の
動への理解と協力をいただいた。 機会等を通して様々な教育情報を発信する
・中学校訪問も積極的に行い、本校の取組に 事が必要である。
係る理解を広めることができた。

改善方策 ・ホームページや年次通信等の情報については、分かりやすく伝わりやすい内容にする
ことに努め、タイムリーなものを発信する。
・地元町内会や外部機関との連携を緊密にすることにより、地域への情報発信につなげ
る。

組織運営 ・新設校として３年が経過し、組織体制は整 ・組織的に教育課題に対応できるよう管理
備された。それぞれの組織を有機的・機能的 職を中心に連携・協働に努めていくことが
に運営されるように努める。 必要である。

改善方策 ・報告・連絡・相談を緊密に図ると同時に組織として統一性・共通認識を持った学校運
営に努める。
・衛生委員会、将来構想委員会等の機能を生かし、働き方改革を着実に推進し、教職員
が毎日の教育活動に集中できる環境整備と意識改革を図る。

学校ホームページ、学校評議員会、ＰＴＡ役員会、ＰＴＡ保護者懇談会における公表と
公表方法 説明

３ 添付資料

（１）平成３０年度学校評価（教職員）結果
（２）平成３０年度学校評価（生徒）結果
（３）平成３０年度学校評価（保護者）結果
（４）平成３０年度学校関係者評価（学校評議員）結果


